





















































































































	 第 4 章では、新たな住民自治組織の設置と住民主体の地域運営への転換の過程のなかで見え
てきた課題、および今後の体制づくりに向けて必要な要素を、現在地域で活動する各主体（行政、
地域団体、住民自治組織）へのヒアリング調査結果結果から考察した。	
	 結果から、行政主導による住民主体への転換は、行政から住民への役割の移管に留まっており、
住民の創発的な活動の醸成や想定した効果が得られていないことがわかった。また、住民自治組
織の設置のみでは、地域団体、自治会等の既存組織が抱える課題解決までは至らず、構成する各
組織の衰退とともに、その機能が弱体化することが危惧される。住民自治組織は単なる行政機能
の下請けではなく、各団体を結びつけることでそれぞれの課題を解決する役割が重要であるこ
とが示された。	
	
	 第 5章では、岩出山地域で実施したアクションリサーチの結果から、従来形式の地域運営の手
法や枠組みによらないプラットフォーム型の地域づくり活動の効果を検証し、地域運営の新た
な活動基盤の 1つとしてその可能性を検証した。	
	 その結果、既存の組織体制による地域運営の問題点は「場・機会」「仕組み・機能」の 2点に
整理された。他方、求められる地域運営のあり方については、①組織横断的な繋がりづくり、②
多様な人材が活躍できる機会づくり、③楽しく参加できる場づくりの 3 点の重要性が明らかと
なった。また、これまでの縦割り型で階層的かつ各組織別に行ってきた地域運営から、それぞれ
の所属を持ちながらも組織の垣根を越えて実践者が気軽に集まれる場（インフォーマルな場や
つながり）の有効性が示された。	
	
	 第 6章では、本論文の結論として、多主体間の連携による体制づくりへの課題と、地域の中の
インフォーマルなコミュニティや場の効果について、各章で得られた知見を整理し、「持続可能
な地域運営体制の構築」に向けた地域運営体制のあり方を考察した。	
･ 現在の地域運営を担う各主体の課題を踏まえると、地域内の多主体間の連携による地域運営
の仕組みづくりは、持続可能な地域の実現に不可欠であると言える。そして、既存の組織団
体をつなぐ住民自治組織は、単なる行政の機能補完に留まらず、住民自治組織を介して地域
内の組織や人の動きを作ることが重要となる。	
･ 住民自治組織を中心として組織・団体の単位を基準に形成される地域運営のネットワークに
対して、固定の枠組みや体制を持たず、組織を超えて多様な人々が集まり、フラットな関係
で相互交流を行えるインフォーマルな場の存在が地域の活性化に有効である。	
･ 経営学で示される組織内のインフォーマルなコミュニティや場の存在は、人と人との結びつ
きやつながりといった、かつての住民同士の共同体による地域運営の基盤となっていた機能
を補うものとして、地域運営の場面でも有効な理論であると言える。公（フォーマル）の機
能としての組織間連携と、非公式（インフォーマル）な場やコミュニティが、表と裏の立場
から作用することで、持続性の高い地域運営体制が実現できると考える。	
以上	
